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付注 1-1　ICT の経済分析に関する調査（日本の情報通信産業の範囲）
　本調査における ICT 産業の市場規模（国内生産額）の推計は、次のモデルに基づき行った。

表．日本の情報通信産業の範囲
情報通信産業の範囲 情報通信産業連関表の部門

1．通信業
　 郵便・信書便 郵便・信書便

固定電気通信 固定電気通信
　 その他の電気通信
移動電気通信 移動電気通信
電気通信に付帯するサービス その他の通信サービス

2．放送業
　
　

公共放送 公共放送
民間放送 民間テレビジョン放送・多重放送 
　 民間ラジオ放送
　 民間衛星放送
有線放送 有線テレビジョン放送
　 有線ラジオ放送

3．情報サービス業
　
　

ソフトウェア ソフトウェア業
情報処理・提供サービス 情報処理サービス
　 情報提供サービス

4．インターネット附随サービス業
インターネット附随サービス インターネット附随サービス

5．映像・音声・文字情報制作業
　 映像情報制作・配給 映像情報制作・配給業

新聞 新聞
出版 出版
ニュース供給 ニュース供給

6．情報通信関連製造業
　 通信ケーブル製造 通信ケーブル・光ファイバケーブル

有線通信機械器具製造 有線電機通信機器
無線通信機械器具製造 携帯電話機

無線電気通信機器（除携帯電話機）
ラジオ・テレビ受信機・ビデオ機器製造 ラジオ・テレビ受信機・ビデオ機器
電気音響機械器具製造 電気音響機器
電子計算機・同付属装置製造 パーソナルコンピュータ

電子計算機本体（除パソコン）
電子計算機付属装置

磁気テープ・磁気ディスク製造 磁気テープ・磁気ディスク
事務用機械器具製造 事務用機器
情報記録物製造 情報記録物製造業

7．情報通信関連サービス業
　 情報通信機器賃貸業 電子計算機・同関連機器賃貸業

　 事務用機械器具（除電算機等）賃貸業
　 通信機械器具賃貸業
広告業 広告
印刷・製版・製本業 印刷・製版・製本
映画館・劇場等 映画館、劇場・興行場

8．情報通信関連建設業
　 電気通信施設建設 電気通信施設建設
9．研究
　 研究 研究

（注）「1．通信業」～「5．映像・音声・文字情報制作業」が、日本標準産業分類における「情報通信業」にほぼ相当。

付注 1-2　ICT の経済分析に関する調査（実質 GDP 成長率への ICT 産業の寄与度の計測方法）
　実質 GDP 成長率への ICT 産業の寄与度の計測方法を、t-s 年から t 年への ICT 産業の寄与度を例に説明すると、その手順は以下のようになる。

t-s 年から t 年への ICT 産業の寄与度＝ sharet － s,t－1×rt － s,t

ここで、sharet － s,t－1 は、ICT 産業の実質 GDP が全産業に占めるシェアを t-s 年から t-1 年にかけて平均したものである。また、rt － s,t は、ICT 産業の実質
GDP に関する、t-s 年から t 年にかけての平均成長率（年率）である。ここでの平均成長率は、次式により計算される。ただし、xt－s と xt は、それぞれ t-s 年
と t 年の ICT 産業の実質 GDP である

　　　rt － s,t(%) ＝（ xt

xt－s

s
－1）× 100

非 ICT 産業についても同様の算式を適用する。

付注 2　地方創生と企業における ICT 利活用に関する調査研究　（情報通信の利用に関するアンケート調査概要）
　本アンケート調査は、企業における ICT 利活用状況と課題、ICT 導入体制、テレワークへの取組状況等について把握するとともに、本社所在地域や業種特性によ
る ICT 利活用の違いや ICT の利活用状況と売上高や経常利益等の経営パフォーマンスとの関係性について明らかにすることを目的として実施した。

付注
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表．調査設計
項 　 目 概要
調 査 方 法 地域・業種別に無作為抽出した法人への郵送アンケート
本調査の調査対象 全国の法人

抽 出 方 法

本社所在地、業種、従業員数に基づき 22,000 社を抽出

業種
三大都市圏 三大都市圏以外

合計
20 名以下 21 ～ 300 名 301 名以上 20 名以下 21 ～ 300 名 301 名以上

製造業 1,440 1,440 720 1,760 1,760 880 8,000 
非製造業

（情報サービス業・インター
ネット附随サービス業を除く）

2,160 2,160 1,080 2,640 2,640 1,320 12,000 

情報サービス業・インターネッ
ト附随サービス業

450  360  90  550  451 99 2,000 

合計 4,050 3,960 1,890 4,950 4,851 2,299 22,000

調 査 期 間 2015 年 3 月
本調査有効回答数 3,546 社

主 な 調 査 項 目

・業績（売上高、経常利益、従業員数の増減傾向など）
・ ICT ツール・技術の利活用状況（導入状況、利活用内容、効果　等）
・業務別の情報システム導入状況、導入方式
・経営課題の解決のための ICT 利活用（ICT 利活用の必要性、利活用状況、利活用による効果の実現）
・ ICT 利活用における課題
・テレワークの認知・活用状況、導入効果、課題　等
・企業属性（従業員数、資本金、業種、本社所在地、売上高　等）

2）回答企業の概要

図．本社所在地域	 図．従業員	 図．業種
		

北海道
東北
関東
中部
近畿
中国
四国
九州・沖縄

22.122.1

10.810.8

14.014.0

6.76.7

2.72.7
4.54.5

31.431.4

8.08.0

n=3,533

5 人以下
6～ 10人
11～ 20人
21～ 50人
51～ 100人
101～ 300人
301～ 1,000 人
1,000 人超

10.710.7

11.511.5
26.426.4

11.211.2

8.08.0

4.24.2
18.518.5

9.59.5

n=3,522n=3,522

農林水産業
鉱業
建設業
製造業
電気･ガス･熱供給･水道業
情報通信業
運輸業
卸売業
小売業
金融・保険業
不動産業、物品賃貸業
宿泊業
サービス業
医療、福祉
その他

13.613.6

0.40.4

0.40.4 0.80.8

8.68.6
3.13.1

7.67.6
1.01.0 3.83.8

12.412.4

6.36.3

0.10.1

1.11.1

31.231.2

9.89.8

n=3,424

付注 3　ICT による地域雇用創出に向けた課題と解決方策に関する調査研究（アンケート概要）
　本アンケート調査は、地域別の事業所の ICT の利用状況、事業の成長・創出状況、雇用状況を把握し、ICT の利用が雇用の増加・創出に結びついているかを検証
するために実施した。

付注 4　地域における ICT 利活用の現状に関する調査研究（アンケート概要）
　地域における ICT 利活用の推進状況の把握等のため地方自治体 ( 市区町村及び都道府県 ) あてにアンケート調査を行った。調査の概要は以下の通り。

◦調査方法：
　電話による調査依頼の後、調査票を郵送（一部の地方自治体には電子メールでも送付）し、オンラインでの回答または、郵送での回答による調査を実施した。
◦調査期間：2015 年 3 月
◦調査対象：全国地方自治体（都道府県、市、特別区、町、村）計 1,788 団体
　地域 ICT 管掌部門、関係部門（企画・防災など）の回答。（地域 ICT 管掌部門により配布・とりまとめ）
◦回収数：有効回収数　1,093（有効回収率　61.1％） 
◦回答団体の属性（母数は調査時点）：都道府県　31/47 団体 (66.0%) ／市・特別区 551/813 団体 (67.8%) ／町村　511/928 団体（55.1%）

表．調査設計
項 　 目 概要
調 査 方 法 ウェブアンケート調査
本調査の調査対象 事業所（ビジネスモニターが回答）

抽 出 方 法

1.�ウェブアンケート調査会社が保有するビジネスモニターを対象に二段階調査を実施した。
2. スクリーニングでは、①農林水産業、鉱業、製造業、建設業、電力・ガス・水道業、商業、金融・保険業、不動産業、運輸、情報通信業、サー

ビス業の業種に属しているモニター、かつ、②会社員（正社員）、学校職員、医師、医療関係者、福祉関係者、弁護士・公認会計士・税理士、
自営業の職業に属しているモニターを抽出した。

3. 20 の政令指定都市及び東京 23 区、47 の都道府県（政令指定都市及び東京 23 区除く）において 68 のセグメントを設け、サンプルの割り
付けを行った。総務省・経済産業省「平成 24 年経済センサス‐活動調査」の事業所数をもとに割り付けを行った。

調 査 期 間 2015 年 3 月
本調査有効回答数 2,171 人

主 な 調 査 項 目

・事業所における ICT の利用状況
・既存事業の成長の状況
・新規事業の創出状況
・雇用の状況
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付注 5　�社会課題解決のための新たな ICT サービス・技術への人々の意識に関する調査研究 （アンケート概要）
　現在及び将来の社会課題解決のための新たなＩＣＴサービス・技術への人々の意識等について把握することを目的にインターネットアンケート調査を実施した。
調査の概要を下記に示す。
　

付注 6　グローバルＩＣＴ産業の構造変化及び将来展望等に関する調査研究（アンケート概要）
1）調査概要
　本アンケート調査では、我が国を含む主要 6 か国における ICT 企業を対象に、自国 ICT 産業の競争力やこれまでのグローバル展開の経緯、今後の展開意向や展
望についてどのように認識しているかを把握するとともに、国際比較を通じて我が国 ICT 産業・企業の課題について抽出することを目的として実施した。

調 査 方 法 インターネットアンケート調査
調 査 時 期 2015 年 3 月
対 象 10 代以上の男女

対象の選定方法
アンケート調査会社が保有するモニターから、居住地域別（100 万人以上の都市、30 万～ 100 万人未満の都市、10 万～ 30 万人未満の都市、
10 万人未満の都市、町村部）及び、年代別（20 代以下、30 代、40 代、50 代、60 代以上）に抽出割り付けを行った。
男女比は偏りが生じないよう、半々を目指した。

回 収 数

2,000 件。
居住地域、年代ごとの回収数は下記の通りである。
＜年代×居住地域＞

　
① ② ③ ④ ⑤

100 万人以上
の都市

30 万～ 100 万人
未満の都市

10 万～ 30 万人
未満の都市

10 万人未満
の都市

町村部 合計

全体

10・20 代 80 80 80 80 80 400
30 代 80 80 80 80 80 400
40 代 80 80 80 80 80 400
50 代 80 80 80 80 80 400
60 代以上 80 80 80 80 80 400

合計 400 400 400 400 400 2000

※ 10 代は 13 歳以上

主 な 調 査 項 目

・属性・機器の所有状況（職業、勤務先、生活課題、情報通信端末の保有状況、利用サービス、ネットショッピング利用等）
・ソーシャルメディアの利用（SNS の利用、トラブル経験、シェアリングエコノミの利用意向等）
・ ICT の利活用意向（ウェアラブルデバイス、コネクテッドカー、デマンド交通、ロボット等）
・新たな働き方に対するニーズ（テレワーク、サテライトオフィス・コワーキングスペース利用意向等）

表．調査設計
項 　 目 概要

調 査 対 象
以下の国に本社を置く ICT 関連企業に勤める役員・社員（ただし自社の経営状況や海外展開を含む事業戦略について知見を有する者に限る）
・日本、米国、ドイツ、韓国、中国、インド

調 査 方 法 対象国におけるアンケート調査会社モニターへのウェブアンケート

抽 出 方 法

1.�モニターのうち、ICT 利活用企業を含む ICT 関連分野（注 1）に属し、かつ各レイヤーに係る企業（注 2）に勤める人をスクリーニングした。
注１：

◦水産・農林、食品・飲料、金属製品、機械器具、電気機器、精密機器、情報通信機器、その他製造、その他小売
◦銀行・信託、クレジット、証券・先物、保険
◦鉄道、航空輸送、通信、電気・ガス・水道
◦出版・印刷、SIer/NIer、システムコンサルファーム、ベンダー、情報サービス、ソフトウェア
◦病院・医療、教育、その他サービス

注２：

レイヤー 事業
ICT 利活用レイヤー 下記（ICT 関連事業）のいずれの事業も行っていないが、いずれかの事業に係る商品・サービスを積極的に利用・調達して、

自社の事業を展開している
上位レイヤー コンテンツ事業、アプリケーション・ソフトウェア事業、その他コンテンツ・アプリケーション関連事業

コンテンツ等情報配信事業、電子商取引事業、その他プラットフォーム関連事業
ICTサービスレイヤー クラウドサービス事業、SI（システムインテグレーション）事業、データセンター事業、その他 ICT サービス事業
通信レイヤー 通信・ネットワークサービス事業、通信・ネットワーク機器事業（端末除く）、その他通信・ネットワーク関連事業
端末レイヤー 通信関連端末事業（製造・販売等）、その他端末関連事業、電子・電気機器部品製造事業、その他電子デバイス関連事

業

2. 上記の対象者のうち、「経営者、もしくは経営企画に係る業務に携わっている」または「直接的に経営企画等には携わっていないが、自社の
経営の実態や方向性については一定程度理解している」と回答した人を本調査対象とした。

3. さらに、現在海外事業を展開（自社による直接輸出、他社を通じた間接輸出、海外拠点を保有等）している、あるいは今後展開する計画が
ある企業を対象とした。

調 査 期 間 2015 年 3 月

本調査有効回答数

レイヤ 日本 米国 ドイツ 中国 韓国 インド 合計
ICT 利活用レイヤー 21 21 22 21 21 21 127
上位レイヤー 21 21 22 21 21 21 127
ICT サービスレイヤー 21 21 22 21 21 21 127
通信レイヤー 21 21 22 21 21 21 127
端末レイヤー 21 21 22 21 21 21 127
合計 105 105 110 105 105 105 635
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2）回答者が所属する企業の概要

図．営業収益	 図．従業員

付注 7-1　ビッグデータの流通量の推計及びビッグデータの活用実態に関する調査研究（アンケート概要）
1）調査概要
　本アンケート調査は、マクロ調査（我が国におけるビッグデータ流通量の推計）とミクロ調査（企業等におけるビッグデータの活用状況調査）の 2 つの側面から、
企業等におけるビッグデータ利活用の実態を把握することを目的として実施した。

表．調査設計

付注 7-2　ビッグデータの流通量の推計及びビッグデータの活用実態に関する調査研究（分析モデル）
　
分析モデル ロジットモデル分析
分析対象 「企画、開発、マーケティング」領域においてデータを活用していると回答した 1,955 サンプル

被説明変数 データを活用することによる「企画、開発、マーケティング」領域への効果
（1= 効果があった、0= 効果がなかった）

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

日本企業
(N=105)

米国企業
(N=105)

ドイツ企業
(N=110)

中国企業
(N=105)

韓国企業
(N=105)

インド企業
(N=105)

日本企業
(N=105)

米国企業
(N=105)

ドイツ企業
(N=110)

中国企業
(N=105)

韓国企業
(N=105)

インド企業
(N=105)

1億ドル未満

1億ドル～5億ドル未満

5億ドル～10億ドル未満

10億ドル～50億ドル未満

50億ドル～100億ドル未満

100億ドル以上

わからない

50人未満

50人～300人未満

300人～500人未満

500人～1,000人未満

1,000人～3,000人未満

3,000人～5,000人未満

5,000人～1万人未満

1万人以上

わからない

19.019.0

44.844.8
32.732.7

17.117.1 10.510.5 14.314.3 17.117.1
17.117.1

14.514.5 3.83.8
20.020.0

5.75.7
14.314.3

11.411.4

18.118.1

17.117.1
6.76.7
12.412.4
9.59.5
4.84.8

33.333.3

10.510.5

14.314.3
7.67.6
6.76.7
3.83.8

1.91.9
1.91.9

25.725.7

14.314.3

21.021.0

21.921.9

5.75.7
3.83.8
3.83.8

25.525.5

14.514.5

14.514.5

15.515.5
4.54.5
4.54.5
6.46.4

20.020.0
2.92.9
11.411.4
8.68.6
3.83.8
6.76.7
12.412.4

11.411.4
6.76.7
7.67.6
7.67.6
6.76.7
9.59.5

32.432.4

1.01.0

18.118.1

20.020.0

17.117.1

15.215.2

10.510.5
4.84.8

21.021.0

22.922.9

14.314.3

13.313.3
9.59.5
8.68.6

23.823.8

18.118.1

23.823.8

10.510.5
4.84.8
1.91.9

14.514.5

29.129.1

11.811.8
7.37.3
3.63.6

14.314.3
5.75.7
15.215.2
4.84.8
11.411.4
3.83.8

10.510.5
6.76.7
11.411.4
7.67.6

25.725.7

19.019.0

調査方法 ウェブアンケート調査
調査期間 2015 年 3 月
対象地域 全国
対象産業 （1）農林水産業、（2）製造業、（3）建設業、（4）電力・ガス・水道業、（5）商業、（6）金融・保険業、（7）不動産業、（8）運輸業、（9）情報通信業、

（10）サービス業（医療分野以外）、（11）医療分野
対象者の
選定方法

ウェブアンケート調査会社が保有するモニターから、対象産業に就業中のモニターを抽出。

回
収
数
お
よ
び
回
答
者
属
性

（％）

産業別・企業規模別回収割合（n=4,672））

0 20 40 60 80 100

31.8

33.3

42.3

37.6

医療分野（n=374）
サービス業（医療分野以外）（n=777）

情報通信業（n=576）
運輸業（n=253）

不動産業（n=169）
金融・保険業（n=316）

商業（n=450）
電力・ガス・水道業（n=104）

建設業（n=422）
製造業（n=1,213）
農林水産業（n=18）
全体（n=4,672）

中小企業大企業

0 20 40 60 80 100（％）
56.4

27.8
56.4

42.4
68.3

58.2
77.2

36.7
64.4

56.6
59.9

48.7

43.643.6
72.272.2

43.643.6
57.657.6

31.731.7
41.841.8

22.822.8
63.363.3

35.635.6

43.443.4
40.140.1

51.351.3

主な調査
項目

・ ICT サービスおよびメディアの利用状況（過去からの利用状況や電子化の有無 等）
・ ICT サービスおよびメディアの利用頻度（利用回数、利用頻度、営業日数 等）
・データ活用の状況（活用目的、活用効果、分析度合、活用度合　等）
・データの保存状況（保存割合、保存期間　等）
・企業属性（従業員数、資本金、売上高 等）

主 な 調 査 項 目

・基本的属性（企業規模、自国及び海外売上高）
・自国 ICT 産業の競争力に関する評価
・グローバル展開の経緯と現状（事業内容、進出国、参入形態等）
・競合・協調国、今後の事業展開や投資等の見通し
・有望な地域・分野、施策に対するニーズ
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説明変数

・Excel、Access 等の基本ソフト　（1= 活用あり、0= 活用なし）
・データ分析ソフト、統計ソフト　（1= 活用あり、0= 活用なし）
・Hadoop、Storm 等の分散処理基盤（1= 活用あり、0= 活用なし）
・業務に応じた各担当者　（1= データ分析人材である、0= データ分析人材ではない）
・専門のデータ分析担当者（1= データ分析人材である、0= データ分析人材ではない）
・外部へデータ分析の委託　　（1= 委託している、　0= 委託していない）
・分析頻度　（1=1 カ月未満、0=1 カ月以上）
・分析に活用しているデータの種類　
　（0=0 種類、1=1 種類、2=2 種類、3=3 種類、4=4 種類、5=5 種類以上）
・分析する際のデータの組合せ　
　（0=0 種類、1=1 種類、2=2 種類、3=3 種類、4=4 種類、5=5 種類以上）
・各産業ダミー（1= 該当する産業就業者の回答、0= それ以外）
・企業規模ダミー（1= 大企業就業者の回答、0= 中小企業就業者の回答）

付注 7-3　ビッグデータの流通量の推計及びビッグデータの活用実態に関する調査研究（データ流通量の推計概要）
　本調査におけるデータ流通量の推計は、次のモデルに基づき行った。

No. カテゴリ 対象指標 算出式

1

業務データ

顧客データ

推計式 総企業数 × 顧客情報電子化率
（％） × × 年間営業日数（日） × 顧客登録数（1 社 1

日平均、人） × 1 顧客あたりデータ
量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

2 経理データ

推計式 総企業数 × 企業の経理処理電子
化率（％） × × 年間営業日数（日） × 経理データ作成件数

（1 社 1 日平均、件） × 1 経理データあたり
のデータ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

3 業務日誌
データ

推計式 総企業数 × 企業の業務日誌作成
率（％） × 企業の業務日誌電子

化率（％） × 年間営業日数（日） × 業務日誌作成件数（1
日平均、件） × 1 業務日誌あたりの

データ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

4

販売記録

POS データ

推計式 総企業数 × POS システム利用率
（%） × POS システム導入店

舗数（1 社平均、店） × 年間営業日数（日） × 購買顧客数（1 店舗
1 日平均、人） × 購買客 1 人あたり

データ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

5
E コマースに

おける
販売データ

推計式 総企業数 × 企業の E コマース利
用率（％） × 企業の販売ログ利用

率（％） × 年間日数（日） × 販売件数（1 社 1 日
平均、件） × 1 購買ログあたりの

データ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 365 日 アンケート調査

6

顧客等との
コミュニ

ケーション

電子メール

推計式 総企業数 × 企業の電子メール利
用率（％） × 従業員数（1 社平均、

人） × 年間営業日数（日） × メール受信数（1 人
1 日平均、通） × 1 電子メールあたり

のデータ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査

総務省「経済センサ
ス」（平成 21 年、24
年）、内閣府「国民経
済計算」を用いて推
計（総数を左記総企
業数で除して計算）

アンケート調査 アンケート調査
NTT 東日本ウェブサ
イトの HTML メール
の値

7 CTI 音声データ

推計式 総企業数 × CTI 音声ログデータ
利用率（％） × 着信回数（1 社、1

日平均、回） × 年間コールセンター
営業日数（日） × 通話時間（1 通話平

均、秒） × 通話 1 秒あたりの
データ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

総務省「我が国の情
報通信市場の実態と
情報流通量の計量に
関する調査研究結果

（平成 21 年度）情報
流通インデックスの
計量」の固定電話の
値

8 固定電話

推計式 総企業数 × 企業の固定 IP 電話利
用率（％） × 従業員数（1 社平均、

人） × 年間営業日数（日） × 通話時間【受信のみ】
（1 人 1 日平均、秒） × 通話 1 秒あたりの

データ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査

総務省「経済センサ
ス」（平成 21 年、24
年）、内閣府「国民経
済計算」を用いて推
計（総数を左記総企
業数で除して計算）

アンケート調査 アンケート調査

総務省「我が国の情
報通信市場の実態と
情報流通量の計量に
関する調査研究結果

（平成 21 年度）情報
流通インデックスの
計量」の固定電話の
値

9 携帯電話

推計式 総企業数 × 企業の携帯電話利用
率（％） × 従業員数（1 社平均、

人） × 年間営業日数（日） × 通話時間【受信のみ】
（1 人 1 日平均、秒） × 通話 1 秒あたりの

データ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査

総務省「経済センサ
ス」（平成 21 年、24
年）、内閣府「国民経
済計算」を用いて推
計（総数を左記総企
業数で除して計算）

アンケート調査 アンケート調査

総務省「我が国の情
報通信市場の実態と
情報流通量の計量に
関する調査研究結果

（平成 21 年度）情報
流通インデックスの
計量」の携帯電話電
話の値
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付注 8　通信自由化以降の通信政策の評価とＩＣＴ社会の未来像等に関する調査研究（インタビュー概要）
　ICT 分野の有識者（14 社・研究機関、30 名）を対象にインタビュー調査を実施した。

インタビューに協力していただいた方々

◦株式会社 KDDI 研究所　代表取締役所長　中島　康之 氏
◦工学院大学　工学部　機械システム工学科　准教授　羽田　靖史 氏
◦ SAP ジャパン株式会社　公共・公益・通信統括本部　通信営業部　部長　大山　訓弘 氏
　同　ソリューション統括本部　インダストリーカスタマーソリューション　第一部　インダストリースペシャリスト（公共）　新村　肇 氏
　同　IVE ＆ソリューション本部　ストラテジックプログラムオフィス　カスタマーイノベーションプリンシパル　久保　良太 氏
　同　広報マネージャー　鈴木　香里 氏

10

自動取得

アクセスログ

推計式 総企業数 × 企業 HP、WEB サイ
トの開設率（％） × 企業のアクセスログ

活用率（％） × 年間日数（日） × アクセスログの件数
（1 社 1 日平均、件） × アクセスログ 1 件あ

たりのデータ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

11 動画・映像
視聴ログ

推計式 総企業数 × 企業の視聴ログ活用
率（％） × × 年間日数（日） × 視聴ログの件数（1

社 1 日平均、件） × 視聴ログ 1 件あたり
のデータ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 365 日 アンケート調査

12 Blog、SNS 等
記事データ

推計式 総企業数 × 企業の Blog、SNS
の記事活用率（％） × × 年間営業日数（日） ×

Blog、SNS の記事収
集数（1 社 1 日平均、
件）

× 1 記事あたりのデー
タ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

13

M2M

GPS データ

推計式 総企業数 × 企業の GPS データ
利用率（％） × GPS 受信端末数

（1 社平均、台） × 年間営業日数（日） × GPS データ受信回数
（1 台 1 日平均、回） × 1 通信あたりのデー

タ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

総務省「通信利用動
向調査」における
GPS、携帯電話など
の位置確認機能の導
入率、最新年の値は
アンケート調査を用
いて推計

アンケート調査 365 日 アンケート調査 アンケート調査

14 RFID データ

推計式 総企業数 × RFID リーダー・ライ
ター設置率（％） × RFID リーダー設置数

（1 社平均、台） × 年間営業日数（日） × 通信回数（1 台 1 日
平均、回） × 1 通信あたりのデー

タ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

総務省「通信利用動
向調査」における非
接触型 IC カードの導
入率、最新年の値は
アンケート調査を用
いて推計

アンケート調査 365 日 アンケート調査 アンケート調査

15 センサー
データ

推計式 総企業数 ×
センサーを利用した
システムの利用率

（％）
× センサーの設置台数

（1 社平均、台） × 年間日数（日） ×
センサーより取得し
たデータの受信回数

（1 社 1 日平均、回）
× 1 通信あたりのデー

タ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 365 日 アンケート調査 アンケート調査

16 交通量・渋滞
情報データ

推計式 総企業数 ×
企業の交通量・渋滞
情報データ利用率

（％）
×

交通量・渋滞情報デー
タ受信端末数

（1 社平均、台）
× 年間営業日数（日） ×

交通量・渋滞情報デー
タ受信回数（1 台 1

日平均、回）
× 1 通信あたりのデー

タ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

17 気象データ

推計式 総企業数 × 企業の気象データ利
用率（％） × × 年間営業日数（日） × 気象データ受信回数

（1 社 1 日平均、回） × 1 気象データあたり
のデータ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

18
防犯・遠隔
監視カメラ

データ

推計式 総企業数 × 企業の防犯・遠隔監
視カメラ利用率（％） ×

防犯・遠隔監視カメ
ラ設置数（1 社平均、
台）

× 年間日数（日） ×
防犯・遠隔監視カメ
ラのデータ受信回数

（1 台 1 日平均、回）
× 1 通信あたりのデー

タ量（MB）

データ
出所

総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）、財務省「法
人企業統計」、国税庁「会社
標本調査」より推計

アンケート調査 アンケート調査 365 日 アンケート調査 アンケート調査

19

医療

電子カルテ
データ

推計式 総医療機関数 × 電子カルテ利用率
（％） × × 年間営業日数（日） × 電子カルテ作成数（1

機関 1 日平均、件） × 1 電子カルテあたり
データ量（MB）

データ
出所

厚生労働省「医療施設調査」
（大企業、中小企業の内訳は
総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）データを
用いて推計」

厚生労働省「医療施
設調査」（平成 17 年、
20 年、23 年）とア
ンケート調査より推
計

アンケート調査 アンケート調査

20 画像診断
データ

推計式 総医療機関数 × 画像診断利用率（％） × × 年間営業日数（日） × 画像診断撮影数（1
機関 1 日平均、枚） × 1 画像診断あたりの

データ量（MB）

データ
出所

厚生労働省「医療施設調査」
（大企業、中小企業の内訳は
総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）データを
用いて推計」

アンケート調査 アンケート調査 アンケート調査

21 電子レセプト
データ

推計式 総医療機関数 × 電子レセプト利用率
（％） × × 年間営業日数（日） ×

電子レセプト発行件
数（1 機関 1 日平均、
件）

× 1 電子レセプトあた
りのデータ量（MB）

データ
出所

厚生労働省「医療施設調査」
（大企業、中小企業の内訳は
総務省「経済センサス」（平
成 21 年、24 年）データを
用いて推計」

厚生労働省「医療施
設調査」（平成 17 年、
20 年、23 年）とア
ンケート調査より推
計

アンケート調査 アンケート調査
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注

◦国立研究開発法人情報通信研究機構　未来 ICT 研究所　研究所長　テラヘルツ研究センター　副センター長　寳迫　巌 氏
◦一般社団法人　電子情報技術産業協会（JEITA）ソリューションサービス事業委員会　川井　俊弥 氏（日本電気株式会社）
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　同　ソリューションサービス事業委員会　谷口　浩一 氏（日本アイ・ビー・エム株式会社）
　同　インダストリ・システム部　稲垣　宏 氏
　同　インダストリ・システム部　内田　光則 氏
◦積水ハウス株式会社　執行役員　環境推進部長　温暖化防止研究所長　石田　建一 氏
◦東京大学　先端科学技術研究センター　教授　森川　博之 氏
◦株式会社　東芝　研究開発センター　情報通信プラットホーム領域　次長　芹澤　睦 氏
　同　研究開発センター　コンピュータアーキテクチャ・セキュリティラボラトリー　主任研究員　吉川　宜史 氏
　同　コーポレートコミュニケーション部　産業政策渉外室　担当部長　平川　秀樹 氏
◦日本電気株式会社　中央研究所　主席技術主幹　加納 敏行 氏
◦日本電信電話株式会社　研究企画部門　R&D ビジョン担当　統括部長　伊藤　新 氏
　同　研究企画部門　R&D ビジョン担当　担当部長　松田　達樹 氏
　同　研究企画部門　R&D ビジョン担当　担当課長　倉橋　孝雄 氏
　同　研究企画部門　R&D ビジョン担当　主査　高橋　渉 氏
◦株式会社 NTT データ経営研究所　コーポレート統括部　プラクティスサポート部　課長　井上　国広 氏
　同　公共行政サービスコンサルティングユニット　ユニット長　上瀬　剛 氏
　同　公共行政サービスコンサルティングユニット　マネージャー　大林　勇人 氏
◦株式会社　日立製作所　研究開発グループ　エレクトロニクスイノベーションセンタ　センタ長　西村　信治 氏
　同　研究開発グループ　技術統括センタ　主任技師　山口　伸也 氏
◦株式会社富士通研究所　代表取締役社長　佐相　秀幸 氏
◦一般財団法人　森記念財団　常務理事　山下　眞悟 氏
　同　都市整備研究所　上級研究員　西尾　茂紀 氏
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